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Ⅱ 年額料金の算定に係る比率

１．設備管理運営費比率

端末回線伝送機能

①取得固定資産（回線管理運営機能除く） 5,550,679



市内伝送機能

  （１）端末系交換設備間伝送路

①取得固定資産 33,240 設備区分別固定資産明細表より(建物･構築物･土地･建設仮勘定除く)

②指定設備管理運営費 2,111 設備区分別の費用明細表より

(再掲)③減価償却費 551 設備区分別の費用明細表より

(再掲)④固定資産除却費 115 設備区分別の費用明細表より

  （２）群タンデム交換設備

①取得固定資産 2,638 設備区分別固定資産明細表より(建物･構築物･土地･建設仮勘定除く)

②指定設備管理運営費 148 設備区分別の費用明細表より

(再掲)③減価償却費 51 設備区分別の費用明細表より

(再掲)④固定資産除却費 3 設備区分別の費用明細表より

  （３）＝（１）＋（２）

市内伝送機能

①取得固定資産 35,878 (1)①＋(2)①

②指定設備管理運営費 2,259 (1)②＋(2)②

(再掲)④固定資産除却費 11取(1)瘢＋(2)癆

①取得固定資産琶祗倏馬蒄繿咎

設備区分別固定資産明細表より(建物･構築物･土地･建設仮勘定除く)②指定設備管理運営費 5,F2K 設備区分別の費用明細表より

(再掲)③減価償却費1,釈環 設備区分別の費用明細表より

(再掲)④固定資産除却費 1今K 設備区分別の費用明細表より

①取得固定資産Ξ

設備区分別固定資産明細表より(建物･構築物･土地･建設仮勘定除く)②指定設備管理運営費罵 設備区分別の費用明細表より

(再掲)③減価償却費契,克 設備区分別の費用明細表より

(再掲)④固定資産除却費葷 設備区分別の費用明細表より





２．繰延資産比率、投資等比率、貯蔵品比率



４.自己資本利益率

（１）過去３年間のリスクの低い金融商品の平均金利の平均値

区分 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平均値

国債１０年ものの利回り 0.0111 0.0152 0.0140 0.0134

（２）主要企業の過去５年間の平均自己資本利益率（２）主要企業の過去５ 翆瘹 ゴ ɺⅡ 壑衛價 V 儕 軈斧企業のÁ㎉㎉ '28きは




